
令和 7 年度事業報告 

自 令和 7 年 ４月 １日 

至 令和 8 年 ３月３１日 

 
Ⅰ．概 況 

本年度は、法人会の原点である「税」に関する活動（税知識の普及、納税意識の高揚、

税制及び税務に関する調査研究並びに提言）を柱として、地域企業の健全な発展に資す

るための各種研修事業及び地域社会への貢献を目的とした啓発活動を掲げ、税のオピ

ニオンリーダーとして社会的責任を果たしました。また、活動を活性化させるための会

員交流・部会交流を実施、会員増強運動や財政の根幹となる福利厚生制度の加入等、次

に掲げる事業活動を積極的に展開した。 

 

Ⅱ．主な活動 

１．税知識の普及を目的とする事業 公１ 

 （改正税法、申告事務、税務研修） 

・令和 7 年 ５月２１日 税務研修会「令和 7 年度 税制改正」及び 

           「会社の決算・申告の実務」について ３４名 

講師 観音寺税務署法人課税部門統括官（於：観音寺商工会議所） 

・令和 7 年 ８月２０日 税務研修会「会社の決算・申告の実務及び 

自主点検チェックシート」について ２０名                          

講師 観音寺税務署法人課税部門統括官（於：観音寺商工会議所） 

・令和 7 年１１月１９日 年末調整説明会      ５３名 

         講師 観音寺税務署法人課税部門統括官 (於：みとよ未来創造館) 

・令和 7 年１１月２０日 年末調整説明会     １０２名 

         講師 観音寺税務署法人課税部門統括官 (於：観音寺市民会館) 

・令和 8 年 ２月１２日 税務研修会「税務調査」及び 

「キャッシュレス」について     １２名 

     講師 観音寺税務署法人課税部門統括官（於：観音寺商工会議所） 

（租税教室） 

 ・令和 7 年 5 月２７日 租税教室講師派遣（女性部会役員） 

             観音寺市立柞田小学校  3 クラス ８３名 

・令和 7 年 5 月３０日 租税教室講師派遣（女性部会役員） 

             観音寺市立一ノ谷小学校 2 クラス ４３名 

・令和 7 年  ６月  ３日 租税教室講師派遣（女性部会役員） 

             三豊市立大詫間小学校   3 クラス  ８２名 



・令和 7 年 ６月１０日 租税教室講師派遣（青年部会役員） 

             三豊市立山本小学校     2 クラス  ５７名 

・令和 7 年 ６月１３日 租税教室講師派遣（女性部会役員） 

             三豊市立麻小学校      １クラス １９名 

・令和 7 年 ６月１６日 租税教室講師派遣（青年部会役員） 

             観音寺市立観音寺小学校   3 クラス ９３名 

・令和 6 年 ６月２０日 租税教室講師派遣（青年部会役員） 

        三豊市立仁尾小学校      2 クラス  ４２名 

・令和 7 年 ６月２４日 租税教室講師派遣（青年部会役員） 

        観音寺市立常磐小学校    2 クラス  ６２名 

    ・令和 7 年 ７月 ３日 租税教室講師派遣（女性部会役員）  

                 観音寺市立大野原小学校   3 クラス  ７７名 

 

        ・令和 8 年 ２月１５日 租税教室＆税金クイズ (青年部会)    

           講師 青年部会役員             ９３名 

      なお、講師を育成するために令和 7 年 4 月１８日開催の講師養成講座に青年

部会・女性部会役員を派遣した。 

 

２．納税意識の高揚を目的とする事業 公１ 

・「税を考える週間」（１１月１１日から１７日までの一週間）広報活動 

１１月、１１日、１２日、１３日、の３日間、管内のスーパー等５店舗の店頭

でｅ－Ｔａｘ普及推進用のぼりを立て、啓発ロゴを入れたグッズを配布し広く

納税意識の高揚を図った。また、観音寺税務署管内の小学６年生に全法連女性部

会が推進している「税に関する絵はがき」を募集した。２０校から７７０点の応

募があり、最優秀賞１点、税務署長賞１点、法人会長賞１点、女性部会長賞 1 点、

優秀賞１２点を選び表彰状を贈った。なお、応募作品を観音寺中央図書館及びみ

とよ未来図書館に１１月１１日から１１月１６日まで展示を行い税の啓発に努

めた。一方、観音寺税務署が募集した中学生の「税に関する作文」のうち、観音

寺法人会長賞に対して１１月５日会長より表彰状の授与を行った。 

 

・地域イベントでの税の広報活動 

４月 5 日（諶之丞まつり）、７月１９日（銭形まつり）、７月２７日（比地大花

火大会）、８月２４日（たかせ夏まつり）、９月２３日（大野原萩まつり）、１０

月１９日(やまもと爽郷祭り)、２月８日（バレンタインコンサート）、の会場にお

いて、税の啓発用のぼり（ｅ－Ｔａｘ推進）を設置し税グッズの配布を行い、税

に対する理解と法人会活動のアピールに努めた。 



 

・ホームページ・広報誌・ＣＡＴＶ・巡回バス等による税情報の発信 

ホームページでは各種研修会、講習会の開催要領を掲載し、国税を中心に国税 

    庁ホームページへリンクを行うとともに、適宜、税に関する情報を提供した。 

     また、年４回（４月、７月、１０月、１月）発行の広報誌「法人かんおんじ」で

は、法人税や消費税等の国税、地方税に関する改正事項等の情報を掲載し、会員は

もとより道の駅、商工会議所、商工会及び市役所各支所に備え付けるとともに、ホ

ームページにて一般の方にも閲覧できるよう税情報の提供と啓発に努めた。 

     次に、観音寺市及び三豊市が運行している巡回バスの車外・車内にｅ－Ｔａｘ利

用推進の広告を掲示するとともに、地元ＣＡＴＶにもバス同様のｅ－Ｔａｘ利用

推進と法人会の事業目的・加入案内をスポットにして広報に努めた。また、観音寺

市・三豊市の広報誌にも各種情報提供と税の広報を掲載し、納税意識の高揚に努め

た。 

 

３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 公１ 

     令和８年度税制改正要望事項については、全法連の基本方針に則り、中小企業の

租税負担の軽減と合理化・簡素化及び適正公平な税制・税務に関する提言を行うた

め、アンケート調査を実施し、税制委員及び役員より提出された事項を取りまとめ、

県連に提出し県連がまとめて全法連に上申した。全法連では、全法人会の改正要望

事項をとりまとめ、政府関係機関に要望した。また、当会でも１１月２８日に三豊

市、１２月４日に観音寺市に会長及び税制委員長が両市長・議長に提言書を提出し

要望活動を行いました。 

 

４．地域企業の健全な発展に資する事業 公２ 

     令和７年度のインターネット配信サービス事業は、講座コンテンツ（政治、経   

済、経営一般、社員研修、健康、文化等）を紹介し無料配信により誰もが利用す

ることができるもので、この一年間に１,１９７件のログインが有り、企業経営等

に有効利用された。 

  

次に、企業経営に関する研修会として下記の事業を実施した。 

    ・令和 ７年 ４月 １０日 新入社員研修講座（於：観音寺商工会議所）４５名 

～１１日  主催 観音寺商工会議所 当会共催 

    ・令和 ７年 ９月  ２６日  初級簿記講習会（於：観音寺商工会議所） ７名 

        ～ １１月   １４日   主催 観音寺商工会議所 当会共催 

 

 



５．地域社会への貢献を目的とする事業 公２ 

    ①令和 7 年  ４月 ４日 ベビーキャリー寄贈  (観音寺市)  

   ②令和７年  ７月１３日 旧観音寺支部清掃奉仕活動      １１名 

（道路・河川・海岸）       

    ③令和７年  ９月 ５日 社会貢献事業一般公開講演会（於：観音寺市民会館） 

                  講師 杉村 太蔵氏     ６５０名 

                  「僕の人生山あり谷あり笑いあり」 

④令和７年 １１月 ９日 旧三豊支部清掃奉仕活動    ２５０名 

             （道路・河川・海岸）  

    ⑤令和８年  ２月 ３日 確定申告会場への鉢花寄贈（於：観音寺税務署内） 

   ⑥令和８年   ２月 ８日 バレンタインコンサート開催 

 （於：詫間町マリンウエーブ）延２９０名 

    ⑦令和８年  ２月２０日 一般公開巡回講演会 （於：観音寺市民会館） 

                  講師 津田 なおみ氏       １１０名 

                   「アナウンサー直伝」伝わる話し方の 3 つのコツ 

    

 ６．会員の福利厚生等に資するための事業 収１ 

    会員企業の従業員のための福利厚生制度を支援するとともに、福利厚生制度取扱い

3 社と連携し各種保険制度の利用を推進した。 

 

 ７．会員の交流に資するための事業 他１ 

   ①支部会 

       令和７年 ７月２９日 観音寺支部交流会   ５３名 

                   税務研修会 

       令和７年 ７月３１日 三豊支部交流会     ３８名 

                   税務研修会 

       令和７年１１月２１日 観音寺支部研修旅行 (岡山方面) １９名 

                ～２２日  備中長船博物館・灘菊酒造見学  

   その他支部役員会等  ４回 

   ②青年部会 

 令和７年 ６月 ４日 交流会   １２名 

 令和７年 ９月１６日 税務研修会 １２名  

 講師 観音寺税務署長・法人課税第一統括官 

 令和７年１１月２０日～２１日 青年の集い (山梨方面)    1 名 

 令和７年１２月１２日～１３日 会員研修旅行 (高知方面)   8 名 

 令和 8 年 １月２７日 新春講演会 １０名  



 講師 (有)三豊中央観光バス 高嶋真也氏 

                            その他役員会 ５回 

 

   ③女性部会  

令和 7 年 ６月２３日 交流会・講演会       ３６名 

            講師 丸岡味噌麴製造所 丸岡敦子氏 

 令和７年 ９月１８日～２０日 女性フォーラム札幌  ８名 

 令和 7 年１０月 １日 税務研修会          ２３名 

 講師 観音寺税務署長 

 令和 7 年１１月 ８日 役員研修 (大洲～松山方面)  １９名 

                      その他役員会 ４回 

                       

  ８．その他本会の目的を達成するために必要な事業 

 

  （１）諸会議 

     監査会    令和 7 年 ４月２２日  観音寺商工会議所 

     第１回理事会      ５月１５日  観音寺グランドホテル 

     第１３回通常総会    ６月１８日  観音寺グランドホテル 

     第２回理事会      ９月１２日  観音寺グランドホテル 

     常任理事会  令和 8 年 ２月１０日  観音寺商工会議所 

     第３回理事会      ３月 ９日  観音寺商工会議所 

      

  （２）会員数 

      令和 7 年 ４月 １日 １,１７１社  加入率 ５７.６％ 

                      （所管法人数 ２,０３２社） 

      令和 8 年 ３月３１日 １,１６９社  加入率 ５７.５％ 

                      （所管法人数 ２,０３４社） 

      入会 ３３ 社   退会 ３５ 社（うち休・廃業 ２２社）  

      青年部会員数  ２７名    

 女性部会員数 １４３名  

 

  （３）研修参加者数 

      本部研修回数     ５回    参加者数  ２２１名 

      支部研修回数     ２回    参加者数   ９１名 

      部会研修回数     ３回    参加者数   ４５名 

         計      １０回          ３５７名 



  （４）その他関連機関の主な会議等 

  令和 7 年 

      ４月 ７日 県連広報委員会（１名） 

      ４月 ９日 県連組織委員会（１名） 

      ４月１６日 県連研修委員会（１名） 

      ４月２１日 県連厚生委員会（１名） 

      ４月２３日 県連総務委員会（１名） 

      ５月２８日 県連第 1 回理事会 （９名） 

      ５月２９日 県女連協会長会（１名） 

      ６月 ３日 観音寺税務関係団体連絡協議会（１名） 

      ６月 ４日 県連税制委員会（１名） 

      ６月２７日 県連総会   （７名） 

      ７月２２日 県青連交流会  （５名） 

      ９月 ９日 四青連部会長サミット（２名） 

      ９月１８日 全国女性フォーラム札幌大会 (８名) 

      ９月２９日 四法連通常総会（２名） 

     １０月１６日 全法連全国大会高知大会（２名） 

     １０月２３日 四法連女性部会長サミット（２名） 

     １１月１３日 観音寺税務関係団体連絡協議会（２名） 

     １１月２１日 全国青年の集い山梨大会 (１名) 

       

    令和８年 

      ２月１８日 県女連交流会   （４名） 

      ３月１６日 県連第 2 回総務委員会  (１名） 

      ３月２７日 県連第 2 回理事会 (６名） 

以上の会議に、会長ほか関係役員が出席した。 

 

 Ⅲ. 当該法人の運営体制の情実を図る取組 

    法令に従って令和 7 年度通常総会において外部監事を選任しました。これにより、 

   監事 3 名のうち 1 名が外部監事となっています。 

 

 Ⅳ. 事業報告の付属明細書 

    令和 7 年度事業報告の内容を補足すべき重要な事項がないため、事業報告の  

付属明細書は作成していない。 

 


